	平成２８年度　社会福祉施設等指導監査チェック表

【会計経理部門】

（社会福祉法人・社会福祉施設）
（平成28年6月修正）

※社会福祉協議会もこの様式を使用


	法人名

施設名

監査年月日

記入者名

法人(施設側)対応者名



	※表中以下の略称を使用している。

　「新基準」・・・「社会福祉法人会計基準の制定について」（H23.7.27 雇児発0727第1号・社援発0727第１号・老発0727第１号 局長連名通知）

　「新基準運用指針」・・・「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等について」（雇児総発0727第3号・社援基発0727第1　号・障障発0727第2号・老総発0727第1号 課長連名通知）のうち

別紙１「社会福祉法人会計基準適用上の留意事項（運用指針）」

「新基準移行時取扱い」・・・上記課長連名通知のうち別紙２「社会福祉法人会計基準への移行時の取扱い」

「新基準Ｑ＆Ａ」・・・「社会福祉法人会計基準の運用上の取扱いについて（Ｑ＆Ａ）」（H23.7.27 事務連絡）

「新モデル規程」・・・「社会福祉法人モデル経理規程」（H24.2.3全国社会福祉経営者協議会）

「入札取扱通知」・・・「社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて（H12.2.17 社援施　課長連名通知）

「定款準則」・・・「社会福祉法人の認可について」（H12.12.1 障第890号・社援第2618号・老発第794号・児発第908号局長連名通知）の別紙２「社会福祉法人定款準則」



	チェック内容
	根拠
	結果

	第１　会計処理体制　

１　経理規程関連

(1) 新会計基準の導入時期　
★確認書類：経理規程　等　　

	
	· H　　年度から


	(2) 経理規程が適正に作成されているか。

□　新会計基準又は各関連通知に基づく経理規程が制定されているか。

□　規程の内容がモデル経理規程に基づいた内容になっているか。

□　勘定科目は勘定科目表で規定され，かつ会計基準等で規定している科目が使用されているか。

□　経理規程の変更（勘定科目表の変更等含む）は理事会の承認を得ているか。
★確認書類：経理規程　等


	
	適 ・ 否


	２　事業区分，拠点区分及びサービス区分の設定

(1) 事業区分の設定は適切か。

　□　社会福祉事業，公益事業，収益事業に事業区分を設定しているか。

　※　社会福祉事業と一体的に実施されている公益事業は，社会福祉事業の事業区分とし，同一の拠点区分とすることができる。（有料老人ホーム，介護老人保健施設,病院,診療所(「医務室」除く)は事業区分，拠点区分を別としなければならない。）

★確認書類：経理規程，財務諸表
	新基準 １章-5

新基準運用指針

４-(2)-ア


	適 ・ 否



	(2) 拠点区分の設定は適切か。

　※　一体として運営される施設，事業所等は１つの拠点区分として可。

※　次の施設は，同一敷地でも拠点を別としなければならない。

　　①保護施設(生活保護法)，②社会参加支援施設(身体障害者福祉センター，補装具製作施設，盲導犬訓練施設，視聴覚障害者情報提供施設)，

③養護老人ホーム，④特別養護老人ホーム，⑤軽費老人ホーム，

⑥有料老人ホーム，⑦婦人保護施設，⑧児童福祉施設（助産施設，乳児院，母子生活支援施設，保育所，児童厚生施設，児童養護施設，障害児入所施設，児童発達支援センター，情緒障害児短期治療施設，児童自立支援施設及び児童家庭支援センター），⑨母子福祉施設（母子福祉センター，母子休養ホーム），⑩障害者支援施設，⑪介護老人保健施設，⑫病院，診療所（「医務室」除く）

★確認書類：経理規程，財務諸表
	新基準 １章-6

新基準注解 注3

新基準運用指針

4-(1)，(2)


	適 ・ 否



	(3) サービス区分の設定は適切か。

※　原則として，施設・事業所ごとに設定。

※　法令等の要請によりその収支の把握が必要な場合はサービス区分を別とする。（介護保険サービスは，障害福祉サービスは原則として指定事業ごとにサービス区分を設定。）

　　（介護保険サービスの例外）

　　　・空床利用型の老人短期入所事業は特養のサービス区分に含めて可。

・指定事業と同種の介護予防事業（例：指定訪問介護と介護予防訪問介護。ただしそれぞれの収入額の把握は必要。）

　※　保育所において，一時預かり事業又は地域子育て支援拠点事業（若しくはその両方）を行う場合は，保育所のサービス区分に含めて可。

★確認書類：経理規程，付属明細書
	新基準 １章-6

新基準注解 注4

新基準運用指針 5(2)


	適 ・ 否



	(4) 経理規程に定める事業区分，拠点区分及びサービス区分が財務諸表及び附属明細書と合致しているか。

★確認書類：経理規程，財務諸表，付属明細書
	
	適 ・ 否

	(5) 財務諸表等の作成の区分は適正か。（【　】内は新会計基準の様式）

　□法人全体･･･資金収支計算書，事業活動収支計算書，貸借対照表

　　【様式第１～３号の１】※すべての法人において省略不可。
　□法人全体（事業区分別に表示）･･･資金収支内訳書，事業活動内訳書，

　　貸借対照表内訳書　【様式第１～３号の２】
　　※事業区分が社会福祉事業のみの法人は省略可。
　□各事業区分（拠点区分別に表示）･･･事業区分資金収支内訳書，事業区分事業活動内訳書，事業区分貸借対照表内訳書　【様式第１～３号の３】
※拠点区分が１つの事業区分は省略可。

　□各拠点区分(各拠点の予算・決算を表示)･･･拠点区分資金収支計算書，拠点区分事業活動計算書，拠点区分貸借対照表【様式第１～３号の４】
　　※すべての法人において省略不可。

　□拠点区分（サービス区分別表示）

　　※いずれか一方を省略可。

　　　　・拠点区分資金収支明細書【別紙３】

　　　　　　保育所又は措置費による事業の拠点は作成要

　　　　・拠点区分事業活動明細書【別紙４】

　　　　　　介護保険サービス又は障害福祉サービスの拠点は作成要

　　※サービス区分が１つの拠点区分は省略可。

★確認書類：経理規程，財務諸表，附属明細書
	新基準運用指針7

新基準運用指針5(3)


	適 ・ 否



	３　会計担当職員等

(1) 統括会計責任者がおかれているか。

　※　本部以外の拠点区分が１つの法人又は1人の者がすべて拠点区分の会計責任者を兼ねる場合は，統括会計責任者を設けなくとも可。

★確認書類：経理規程，辞令


	新モデル規程§7,注5


	適 ・ 否 ・ 不要



	(2) 会計責任者又は出納職員が適切に任命されているか。

□　すべての拠点区分に会計責任者又は出納職員が任命されているか。

□　会計責任者と出納職員の兼務がなされていないか。

　★確認書類：辞令


	新運用指針1(2)

	適 ・ 否



	(3) 理事長名以外（例：施設長等）で契約を行おうとする場合は，契約担当者等が適切に任命されているか。（※この場合の「契約担当者」は事務処理担当者を指すものではない）

　□　契約担当者が任命されている場合，委任の範囲は明確か。
　★確認書類：辞令，経理規程（，事務決裁規程）等


	入札取扱通知1(1)

新モデル規程§65


	適 ・ 否


	＜会計担当職員の任命状況＞
職名

氏名

辞令の有無

任命年月日
該当経理区分

（拠点区分）

備考

統括会計責任者

会計責任者

その他の人数　　人
出納職員

その他の人数　　人
固定資産管理責任者

契約担当者

※会計責任者及び出納職員が複数の場合は１名のみについて記入し，その他の人数を記入すること。

※この場合の契約担当者は，契約の事務を担当する職員ではなく，その者の名前で法人としての契約を行う者のことであることに注意。


	チェック内容
	根拠
	結果

	第２　予算　

１　予算は定款の定めに従い適正に処理されているか。

(1) 資金収支予算書及び資金収支予算内訳書が作成され，拠点区分又はサービス区分ごとに予算を編成しているか。

　★確認書類：予算書，経理規程
	新会計運用指針2

新モデル規程第３章

定款準則§17

§12の後の備考１


	適 ・ 否



	(2) 事業年度開始前（３月末まで）に理事会の承認（評議員会設置の場合は評議員会の同意も）がなされているか。

★確認書類：予算書，経理規程，理事会（評議員会）議事録
	
	適 ・ 否



	２　予算は適正に執行されているか

(1) 事業内容の変更等に応じて，適切に補正予算を編成しているか。
	（上記に同じ）
	適 ・ 否

	　　memo　補正予算①　H　.　.　理事会承認（H　.　.　評議員会承認）

　　　　　　〃　　②　H　.　.　理事会承認（H　.　.　評議員会承認）

〃　　③　H　.　.　理事会承認（H　.　.　評議員会承認）

★確認書類：予算書，経理規程，理事会（評議員会）議事録，事前提出資料2-1，2-2
	

	(2) 各拠点区分の各科目において予算を超過した支出がある場合，科目間の流用の手続きが経理規程に則し，適正に（通常は中区分の勘定科目相互間に限られ，かつ理事長の承認）行われているか。

　※　経理規程においてサービス区分を予算管理の単位としている場合は，サービス区分

★確認書類：月次試算表（報告書），経理規程，流用決議書等
	新モデル規程§17


	予算超過あり・なし

※ありの場合
　適 ・ 否


	(3) 多額の執行残がないか。

★確認書類：資金収支計算書,資金収支決算内訳表〔新：拠点区分資金収支計算書〕

	
	適 ・ 否

	(4) 予備費の使用に際し理事長の承認を得ているか。
　★確認書類：予備費使用決議書
	新モデル規程§18
	適 ・ 否・

予備費使用なし




	チェック内容
	根拠
	結果

	第３　経理事務処理　

１　会計諸帳簿は適正に整備されているか。

(1) 経理規程に規定されている帳簿等が実際に作成されているか（該当がなく作成の必要がないものを除く）。

　★確認書類：経理規程，各帳簿


	新モデル規程§11
	適 ・ 否

	(2) 過去の帳簿についても，経理規程で定められた期間保存されているか。

※　総勘定元帳や補助簿（現金出納帳，小口現金出納帳除く）は，必ずしも紙ベースでの保存でなくともよい。ただし，ソフトの更新やデータの破損等により過年度分も含め保存期間中（10年間）は閲覧不可能とならないようにすること。

	新モデル規程§13
	適 ・ 否

	(3) 補助簿又は明細書の金額は財務諸表の金額と一致しているか。

　★確認書類：各補助簿又は明細書，計算書類〔財務諸表〕

	
	適 ・ 否

	２　経費支出の手続き等は適正に行われているか。

(1) すべての会計処理は，伝票（又は仕訳日記帳）により行われているか。

　★確認書類：伝票，総勘定元帳（サンプル確認）

	新モデル規程§12
	適 ・ 否

	(2) 伝票（又は仕訳日記帳）は証憑（納品書，請求書，領収書）に基づいて作成されているか。また，伝票と証憑は，その関係を明らかにして整理保存されているか。

□　伝票，証憑及び通帳との関係は，整合しているか。

　　※特に，社会保険料及び源泉徴収（所得税・住民税）の処理は適正か。
□　銀行振込の場合，請求書に振込先口座の記載があるか（又は「口座振替依頼書」を徴しているか）。

□　インターネットバンキングを利用している場合は，領収書に代わる証憑（銀行から送付される明細書等）が整理保存されているか。

★確認書類：伝票（又は仕訳日記帳），証憑，総勘定元帳（サンプル確認）
　　　　　　（※社会保険料，源泉徴収については給与台帳）


	
	適 ・ 否

	(3) 伝票（又は仕訳日記帳）には，必要な事項（勘定科目，取引年月日，数量，金額，相手方，取引内容）が記載され，会計責任者等の承認印（サイン）があるか。
□　支払いを伴う仕訳については，事前に伝票等又は支出伺いにより会計責任者等の承認を受けているか。

　□　預かり金の仕訳や未収金の計上など，支払いが伴わない仕訳についても伝票等により行われているか。

　※　電子決裁による承認も可能であるが，保存については１(2)に同じ。
　★確認書類：伝票（又は仕訳日記帳）

	
	適 ・ 否

	３　収入・支出等に係る仕訳の誤りはないか。

□﷒　各収入・支出は該当するサービス区分の収入・支出となっているか。（施設（事業）で処理すべき収入・支出であるのに，本部で処理しているもの，又はその逆はないか。）
□　慶弔費を支出している場合は，慶弔規程が整備されているか。

□　補助金収入については，該当するサービス区分での処理となっているか。

★確認書類：総勘定元帳，支出証憑書類等

	新基準 1章～3章

	適 ・ 否



	４　支出の内容は，社会福祉法人として適正か。

★確認書類：総勘定元帳，支出証憑書類等


	
	適 ・ 否

	５　共通経費の按分は適正か。

　□　共通経費がある場合，適正な按分方法により処理が行われているか。

　□　配分基準は継続的に同じ基準が使われているか。
　※　一度，採用した配分基準は，状況の変化等により当該基準を採用することが不合理であると認められるようになった場合を除き，継続的に適用しなければならない。

　＜サービス区分間の按分について＞

　　※　按分方法について，運用指針別添１を原則とすること。
　＜事務費と事業費の按分について＞

　　※　水道光熱費，燃料費，賃借料，保険料については原則，事業費にのみ計上可（措置施設等除く）。

★確認書類：資金収支決算内訳表〔拠点区分資金収支明細書or拠点区分事業活動明細書〕
	新基準 2章-8，3章-7,

注8　

新基準運用指針13,

別添1


	適 ・ 否



	６　月次試算表（報告書）は適正に作成されているか。

(1) 統括会計責任者（又は会計責任者）は，月次試算表（報告書）を作成し，定められた期日までに理事長に提出しているか。（理事長の決裁印や報告書の発送月日を確認）

★確認書類：月次試算表(報告書)，経理規程

	新モデル規程§31
	適 ・ 否

※経理規程の期日：

　翌月　　日まで

	(2) 全ての拠点区分又はサービス区分について，月次試算表が作成されているか。

　★確認書類：月次試算表(報告書)，経理規程


	
	適 ・ 否




	チェック内容
	根拠
	結果

	第４　資産等の管理について　

１　現金・預金の管理について

(1) 小口現金の管理は適正か。

□　小口現金出納帳が作成されているか。

□　小口現金出納帳において，入金は小口現金の補充のみとなっているか。

　　　（現金の収入を小口現金出納帳に記載していないか）

□　小口現金の残高は，経理規程で定める範囲内となっているか。

□　小口現金の支払い内容は適正か。（概ね１万円以内の常用雑費や慣行上現金で支払うこととされているものに限られているか。また職員の立て替え払いが行われていないか。）

□　会計責任者又は出納職員による残高の照合が毎日行われているか。

□　現金の保管責任者（取扱い責任者）は定められているか。

■　監査日時点の現金残高と帳簿残高は一致するか。（法人側でチェック不要）
★確認書類：小口現金出納帳，通帳，総勘定元帳等
	新モデル規程

§23,27,29

「社会福祉法人指導監査要綱の制定について」(H13.7.23付け局長連名通知)別添社会福祉法人指導監査要綱Ⅲ-3(2)3
	適・否・制度なし

※小口現金限度額

　　　　円

	(2) 現金（小口現金除く）の管理は適正か。

□　現金収入における預入れ未済(及び現金による支払いの際の支払い未済)がある場合は，小口現金出納帳とは別に，現金出納帳を整備しているか。
　※預入れ未済現金･･･現金での収入の際，当日中に金融機関に預入れがなされない現金のこと。

□　現金による収入は，経理規程で定められた日数内に金融機関に預け入れがなされているか。

□　職員等が利用料等の現金を窓口以外（利用者宅など）で収受する場合，領収書又は預かり証を交付しているか。原則として，収受した現金は，当日中に出納処理されているか。
□　出納職員は，毎日の現金出納終了後，残高の照合を行っているか。
□　管理されていない現金や金券，簿外経理の通帳等はないか。
■　監査日時点の現金残高と帳簿残高は一致するか。（法人側でチェック不要）
★確認書類：現金出納帳，収入に係る記録(領収書発行控え)，通帳，総勘定元帳等
	
	適 ・ 否 ・

預入れ未済現金なし
※現金収入の預入れの期間

　　　　　日以内

	(3) 通帳等の管理は適正か。

　□　通帳と銀行印の保管責任者・保管場所は別となっているか。

　　
保管責任者
保管場所
通帳
銀行印
　□　銀行口座の名義は社会福祉法人の名義となっているか。

　　※施設長名等も可だが，モデル規程§39では，金融機関との取引は理事長名となっているので，それとの整合に注意すること。また，その際でも名義には社会福祉法人○○と冠することが望ましい。

　□　インターネットバンキング等を使用している場合，作成担当者と送信責任者が別となっており，パスワード等も互いに不知であるなど内部牽制が図られているか。（1人の担当者が作成と送信双方をできるようになっていないか）
　□　キャッシュカードを発行していないか。

　　　・発行している場合，その理由は何か。

　　　・内部牽制を図っているか。（暗証番号管理者とカード保管管理者が別，など）
　　　・キャッシュカードの使用の必要がない場合にまで使用していないか。

　　※　キャッシュカードの発行は極力控えるべきであるが，法人として必要不可欠な場合には，その管理簿等を作成し，カード使用の日付，内容等について，管理者のチェック等を十分行っているか。

　★確認書類：通帳，インターネットバンキングに係る記録等
	
	適 ・ 否
※ﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの利用
あり・なし



	
	※ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ　なし・あり
　（　　口座）

※ありの場合,理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※内部牽制の方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



	(4) その他金券等の管理は適正か。

　□　切手・プリペイドカード等の金券を保有している場合，受払い簿（使用簿）等を作成しているか。

　□　クレジットカード（ETCカード除く）を発行していないか。

　　　発行している場合，その理由は何か。内部牽制は図られているか。

　※　クレジットカードについても保有を禁ずる通知等はないが，キャッシュカード同様極力，発行は控えるべきである。

　★確認書類：切手等に係る受払い簿
	
	適 ・ 否



	
	※ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ保有　　　なし・あり

※ありの場合,理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※内部牽制の方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２　固定資産及び物品の管理並びに減価償却は適正に行われているか。

(1) 固定資産現在高報告書（又は固定資産管理台帳）が適正に作成されており，理事長等に提出されているか。（※理事長等の決裁印や報告書の発送月日を確認）

　※　固定資産のうち時の経過又は使用等によりその価値が減少するもので耐用年数が１年以上，かつ，１個若しくは１組の金額が10万円以上の資産については減価償却を行う。

　※　複数の会計単位若しくは拠点区分又はサービス区分に共通する減価償却費については,合理的な基準に基づいて各区分に配分する。
　※　土地についても記載されているか。
　★確認書類：固定資産現在高報告書（管理台帳）
	新基準 第4章3，注17

	適 ・ 否



	(2) 固定資産管理台帳には，年度中に取得した固定資産が正しく記載されているか。
　□　台帳に記載されている当該年度中に取得した固定資産の取得額の合計と資金収支計算書中の固定資産取得支出の額は一致するか。
　※　固定資産の現物寄附の場合は，資金収支計算書への計上はしないので，固定資産の現物寄附がある場合はその分差異が生じる。
　★確認書類：固定資産現在高報告書（管理台帳），資金収支計算
	
	適 ・ 否



	(3) 複数の会計単位若しくは拠点区分又はサービス区分に共通する固定資産については，合理的な基準に基づいて各区分に配分され，該当する区分から減価償却が行われているか。

　※　原則としてサービス区分で減価償却すべきであるが，拠点区分単位で減価償却することも可能。

　★確認書類：拠点区分事業活動計算書，固定資産管理台帳
	「社会福祉法人新会計基

準（案）に関する意見募集集手続き（パブリックコメント）の結果について」（H23.7.27付け通知）別添 No43）
	適 ・ 否



	(4) 固定資産管理台帳の期末簿価と貸借対照表又は財産目録の固定資産の値は整合するか。

　　★確認書類：固定資産管理台帳，貸借対照表（財産目録）
	
	適 ・ 否

	(5) 減価償却額に係る固定資産管理台帳と事業活動計算書の数値は整合するか。

　★確認書類：固定資産管理台帳，事業活動計算書
	
	適 ・ 否

	(6) 基本財産について，定款の基本財産に係る条項の記載のとおりに，財産目録に計上されているか。

　★確認書類：定款，財産目録
	
	適 ・ 否

	(7) ファイナンスリース資産については，適正に処理されているか。
　※　固定資産として計上し，対応するリース債務を負債として計上する。
※　リース料総額が300万円以下又はリース期間が1年以内のリース取引について従来の処理（賃借料）としても可。
※　新会計基準への移行時には，移行前に契約したリース取引についても，「新基準移行時取扱い」２(4)に従い，計上する必要がある。　

※  減価償却の方法については「新基準Ｑ＆Ａ」問25 参照。

	新基準注9
	適 ・ 否

	３　引当金等の処理は適正か。

(1) 退職給付引当金等の処理は適正か。

□　(福)全国社会福祉協議会や(一社)宮城県民間社会福祉振興会等の退職共済制度については，掛け金の事業主負担分を，資産計上し，負債として同額（又は期末時点での職員全員が退職した場合の退職金要支給額）を引当金計上しているか。　
□　法人独自で積立てを行っている場合は，退職金要支給額について費用及び引当金計上しているか。（引当資産まで設定することを強制するものではない。）
□　(独)福祉医療機構等の退職共済制度のような外部拠出型の制度の場合は，拠出額を費用処理しているか。（引当金や積立金への計上は行わない。）

★確認書類：貸借対照表,引当金明細表(作成している場合)，財務諸表注記２，４

	新基準運用指針20(2)
	適 ・ 否

	(2) その他の引当金の処理は適正か。（必ずしも計上を要するものではない。）
　□　徴収不能引当金は以下のものが計上されているか。

・年度末において徴収することが不可能と個別判断された債権

・過去の徴収不能額の発生割合に応じた金額

　□　退職給付引当金，徴収不能引当金，賞与引当金以外の引当金が計上されていないか。

★確認書類：貸借対照表,引当金明細表(作成している場合)，財務諸表注記２,10も

	新基準運用指針18
	適 ・ 否


	(3) 不納欠損(徴収不能の決定)を行った場合，その内容及び手続きは適正か。

　□　徴収不能の未収金等がある場合，理事会の承認を経て，不納欠損の手続きを速やかに行っているか。

　□　不納欠損手続きは適正か。

　　※　以下のとおりであれば不納欠損はなし

・事業活動計算書の「徴収不能額」＝０

・事業活動計算書の「徴収不能引当金繰入」

　　　　　＝貸借対照表の「徴収不能引当金」の「増減」
　★確認書類：事業活動計算書，貸借対照表,引当金明細表(作成している場合)，財務諸表注記２,10

	　
	適 ・ 否・

不納欠損なし

	４　純資産の取扱いは適正に行われているか。

(1) 基本金の取扱いは適正か。　
第１号･･･法人の設立並びに施設の創設及び増築等のために基本財産等を取得すべきものとして指定された寄付金の額（旧基準では固定資産に限る。新基準では10万円未満の初度設備等も含む。）

第２号･･･前号の資産の取得に係る借入金の償還に充てるものとして指定された寄付金の額

第３号･･･施設の創設及び増築等のための運転資金として収受した寄附金の額

第４号･･･当期末繰越活動収支差額の一部又は全部に相当する額の運用財産を基本財産とした場合の組入額（旧基準のみ）

　□　上記第１号から第３号までに該当する場合には，当該金額を基本金として計上しているか。

□　旧会計基準から新会計基準へ移行した際，第４号基本金がある場合は，取り崩しを行っているか。

□　該当する拠点区分に計上しているか。

★確認書類：貸借対照表，贈与契約書等


	新基準 注12,13
	適 ・ 否



	(2) 国庫補助金等特別積立金の取扱いは適正か。

□　施設整備等の補助金等がある場合は，該当する拠点区分に適正に計上されているか。

※　固定資産（10万円未満の初度調弁等も含む。）の取得に関し，国，地方公共団体，公的団体（日本財団，ＪＫＡ等）等から拠出された補助金，助成金等（共同募金会からの施設整備等に係る配分金（受配者指定寄付金を除く）もこれに含まれる。）がある場合は，国庫補助金等特別積立金として計上する。

　※　建設資金借入金の元金償還補助金もこれに含まれる。

　　　（積立と取崩しのタイミングについては「新基準Ｑ＆Ａ」問８参照）

※　拠点区分資金収支計算書の施設整備等による収支「施設整備等補助金収入」
＝　〃　事業活動計算書の特別増減の部「施設整備等補助金収益」
＝　〃　　〃　　　　　の　　〃　　　「国庫補助金等特別積立金積立額」

　□　取崩しは適正に計上されているか。

　　（国庫補助金等特別積立金に係る固定資産管理台帳，貸借対照表及び事業活動計算書の数値は整合するか。）

　※　台帳「当期減価償却額のうち国庫補助金等の額」

＝貸借対照表「純資産のうち国庫補助金等特別積立金」の前年度末からの減少額(新たな積立てがある場合はこれを控除した額）
＝事業活動計算書「国庫補助金等特別積立金取崩額」

（注：10万円未満の初度調弁も国庫補助金等特別積立金の対象となるので，その分は固定資産管理台帳に反映しない。取崩しは同年度のうちに行われるので↓の式は成立する。）

※　台帳「期末簿価の国庫補助金等の額」

＝貸借対照表「純資産のうち国庫補助金等特別積立金の額」

　★確認書類：固定資産管理台帳，財務諸表
	新基準注10,11

新基準運用指針15
	適 ・ 否

	５　借入金についての取扱いは適正に行われているか。

(1) 借入収入や償還支出は使用目的に応じて該当する拠点区分又はサービス区分で処理されているか。

★確認書類：借入金明細書，事前提出資料「6 借入金の状況」
	新基準運用指針８


	適・否・該当なし



	(2) 借入金について，理事会の議決及び評議員会の同意を得ているか（理事長専決事項に係るものを除く）。また，事業運営上の必要により借入を行ったものであるか。

　★確認書類：理事会及び評議員会議事録
	定款施行細則
	適・否・該当なし

	(3) 借入金の償還財源に寄附金が予定されている場合は，法人と寄附予定者の間で書面による贈与契約が締結されており，その寄附が遅滞なく履行されているか。

　★確認書類：贈与契約書，伝票，通帳等
	
	適・否・該当なし

	(4) （借入金明細書を作成している場合のみ）借入金明細書は適正に作成されているか。
　□　資金収支計算書の借入金収入及び借入金償還支出の額は借入金明細書の当期借入金及び当期償還額の数字と整合するか。
　□　貸借対照表の借入金の額は，借入金明細書の差引期末残高と整合するか。
　★確認書類：資金収支計算書，貸借対照表，借入金明細書
	
	適・否・該当なし

	６　寄附金についての取扱いは適正に行われているか。
(1) 寄附申込書等を受領し，適正に処理しているか。

　□　寄附申込書には，寄附目的（拠点区分，サービス区分又は使途等），金額，寄附者に係る事項（氏名，住所等）等が記入されているか。

　□　原則として本人の自筆となっているか。

　　※申込書が徴収できない場合は，担当者がその旨の記録を記載した書面を作成すること。

　　※振込等や現金書留等による寄附の場合は，申込書に代わる書類（目録や寄附についての通知文書等）を保存しておくこと。

□　理事長（事務委任を受けている者がいる場合はその者）の承認を得ているか（例：理事長等の決裁印があるかなど）。

　★確認書類：寄附申込書
	新基準運用指針９

新モデル規程§24

	適 ・ 否



	(2) 受領書を発行し，適正に整理保存しているか。

　□　理事長（事務委任を受けている者がいる場合はその者）名義の受領書が発行されているか。

　□　受領書の控えが保存され，連番で管理されているか。

　□　所得税及び住民税控除の教示が行われているか。

　★確認書類：寄附申込書，受領書控え
	
	適 ・ 否

	(3) 寄附金台帳（又は寄附金収入明細表）が適正に作成されているか。

　□　寄附金台帳（又は明細書）が作成され，寄附申込書及び受領書控えの内容と一致しているか。

　★確認書類：寄附申込書，受領書控え，寄附金台帳（又は明細書），

事前提出資料「７法人・施設に対する寄附金の状況」
	
	適 ・ 否

	(4) 寄附金に係る会計処理は適正か。

□　寄附目的に応じて該当する拠点区分又はサービス区分の資金収支計算書の収入及び事業活動計算書の収益とされているか。

□　寄附の趣旨に応じ，寄附金収入（収益），施設整備等寄附金収入（収益）のうち適切な科目で処理されているか。

□　基本金に該当する寄附金については，基本金へ計上されているか。

※　共同募金会からの受配者指定寄付金も寄附金となる。

　★確認書類：寄附金収入明細表，寄附申込書，拠点区分資金収支計算書，
拠点区分事業活動計算書
	
	適 ・ 否

	(5) 寄附物品についても，適正に処理されているか。

　□　寄附申込書を適正に受領しているか。

　□　必要に応じ，受領書を発行しているか。

　□　台帳（又は明細書）は適正に作成されているか。

　□　会計処理は適正か。（金券の寄附を受けた場合は金額の大小に関わらず，必ず会計処理を行うこと。）
　※　経常経費に対する寄附物品の場合は，飲食物や消耗品等を除き，資金収支計算書及び事業活動計算書において，取得時の時価を寄附金収入（又は施設整備寄附金収入）として計上するととともに，資金収支計算書において支出（科目は当該物品が該当する科目）計上する。
土地等固定資産に係る寄附は，事業活動計算書の固定資産受贈額として計上し，資金収支計算書へは計上しない。

　★確認書類：同上
	
	適 ・ 否

	(6) 寄附者については適切か。

　□　施設利用者又は利用者の家族等に寄附金を強要していないか。

□　国庫補助金等を伴う社会福祉施設の整備に係る契約の相手方（法人及びその役員）から多額の寄附金を受けていないか（共同募金会からの受配者指定寄付金は除く。）。

★確認書類：寄附申込書等
	指導監督徹底通知5(4)エ

〃　　　　　　5(2)イ

	適 ・ 否


	チェック内容
	根拠
	結果

	第５　決算等ついて　
１　決算手続きは適正に行われているか。

(1) 会計年度終了２ヶ月以内に決算関係の書類の作成，監事監査，理事会の承認（及び評議員会の同意），資産総額の変更登記が終了しているか。

　★確認書類：理事会及び評議員会議事録，監事監査報告書，

登記事項証明書 等
	定款準則§18

新基準運用指針3
	適 ・ 否

	
	（以下も記入のこと）

監事監査　H　.　.　　評議員会　　H　.　.　
理事会　　H　.　.　 　変更登記　 H　.　.　



	２　財務諸表等の様式等は適正か。

(1) 作成を要する財務諸表（資金収支計算書，事業収支計算書，貸借対照表）は作成されているか。

　※　本調書 第１-２-(5) （P2）参照
	
	適 ・ 否



	(2) 資金収支計算書等の様式等は適正か。

□　資金収支計算書及び拠点区分資金収支計算書には予算額及び差額の記載があるか。

□　資金収支計算書は法人全体で作成されており，拠点区分資金収支計算書は拠点区分ごとに作成されているか。

★確認書類：資金収支計算書等
	新基準 第2章

第1号の1～4様式
	適 ・ 否



	(3) 事業活動計算書等の様式等は適正か。

□　事業活動計算書及び拠点区分事業活動計算書には前年度決算額及び増減額の記載があるか。

□　事業活動計算書は法人全体で作成されており，拠点区分事業活動計算書は拠点区分ごとに作成されているか。

★確認書類：事業活動計算書等
	新基準 第2章

第2号の1～4様式
	適 ・ 否



	(4) 貸借対照表の様式等は適正か。

□　前年度末の額及び増減額が記載されているか。

□　貸借対照表は法人全体で作成されており，拠点区分貸借対照表は拠点区分ごとに作成されているか。

★確認書類：貸借対照表等
	新基準 第4章

第3号の1～4様式


	適 ・ 否



	(5) 財務諸表の注記として以下の記載がなされているか。

　□　注記として以下の記載があるか。

　　①　継続事業の前提に関する注記　※赤字決算の継続，債務超過の状況等の「継続事業の前提」に重要な疑義が生じる状況の場合に記載

　　②　資産の評価基準及び評価方法，固定資産の減価償却方法，引当金の計上基準等財務諸表の作成に関する重要な会計方針

③　重要な会計方針を変更したときは，その旨，変更の理由及び当該変更による影響額

④　法人（拠点）で採用する退職給付制度

⑤　法人（拠点）が作成する財務諸表等と拠点区分，サービス区分

⑥　基本財産の増減の内容及び金額

⑦　（特別損失等により）基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しを行った場合には，その旨，その理由及び金額

⑧　担保に供している資産

⑨　固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には，当該資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

⑩　債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には，当該債権の金額，徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

⑪　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益

⑫　関連当事者との取引の内容
⑬　重要な偶発債務

⑭　重要な後発事象

⑮　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産，負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　※　法人全体の財務諸表の注記は①～⑮，拠点区分の財務諸表の注記は②～⑪，⑭，⑮を記載しなければならない。（太字表記の項目，拠点区分が１つの法人は拠点区分の注記を省略可）

　　※　②，④～⑧，⑪～⑮は項目名の記載省略不可。（下線表記の項目，該当する内容がない場合はその旨を記載）

　　※　⑫の「関連当事者」とは，以下の者を指す。

ｲ 法人の有給常勤役員(概ね週４日以上法人の経営に参画し，かつ役員として報酬を得ている者)及びその近親者(３親等以内の親族等)

　　　ﾛ ｲの者が議決権の半数を有している法人

	新基準 第5章

新基準運用指針21,22

新基準運用指針22

新基準Ｑ＆Ａ 問27
	適 ・ 否



	(6) 作成すべき附属明細書が作成され，その様式等は適正か。

　□　基本財産及びその他固定資産(有形・無形固定資産)明細書【新基準別紙1】
□　引当金明細書【〃別紙2】

□　拠点区分資金収支明細書又は拠点区分事業活動明細書

【〃別紙3,4】※省略及び作成については，本調書 第1-2-(5)(P2）参照

　（その他重要な事項に係る明細書　※該当がないものは作成不要）

　　□借入金明細書【新基準運用指針別紙①】　

□寄附金収益明細書【〃別紙②】　　

□補助金収益明細書【〃別紙③】

□事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書【〃別紙④】

□事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書【〃別紙⑤】

□基本金明細書【〃別紙⑥】

□国庫補助金等特別積立金明細表【〃別紙⑦】

※　①～⑦は法人全体で作成し,明細書の中で拠点区分ごとの内訳を示す。

□積立金・積立資産明細書【〃別紙⑧】

□サービス区分間繰入金明細書【〃別紙⑨】

□サービス区分間貸付金（借入金）明細書【〃別紙⑩】

　　□就労支援事業に関する明細書【〃別紙⑪～⑱】

　　※　⑧～⑲は拠点区分ごとに作成する。
	新基準 第6章

新基準運用指針23


	適 ・ 否



	(7) 財産目録の様式等は適正か。

□　法人全体で作成されているか。

□　資産及び負債の各項目について，種類ごとに分けられ，内容の説明（土地・建物・車両等の内訳，預金の預入先金融機関支店名，未収金・未払金の内容，借入金の借入先金融機関・支店名等）が，記載又は内訳表が添付されているか。

　★確認書類：財産目録
	新基準 第7章

様式第6号
	適 ・ 否




	チェック内容
	根拠
	結果

	３　財務諸表等の記載内容は適正か。

(1) 資金収支計算書及び拠点区分資金収支計算書において，予算額と決算額の差異が著しい場合は，その理由が記載されているか。

　★確認書類：資金収支計算書，拠点区分資金収支計算書

	
	適 ・ 否



	　

(2) 財務諸表に係る以下の金額が整合するか。

　　・資金収支計算書の金額＝各拠点区分資金収支計算書の合計

　　・事業活動計算書の金額＝各拠点区分事業活動計算書の合計

　　・貸借対照表の金額＝各拠点区分貸借対照表の合計

　　　※ 内部取引消去があることに注意。

　★確認書類：財務諸表

	
	適 ・ 否



	(3) 貸借対照表と財産目録の各項目（資産の計，負債の計，純資産の額等）の金額は一致するか。

★確認書類：貸借対照表，財産目録


	
	適 ・ 否



	(4) 流動資産及び固定資産の区分並びに流動負債及び固定負債の区分は適正に行われているか。

　□「１年基準(1yearルール）」により，１年以内に到来する固定負債（資産）について，流動負債(資産)に振り返られているか。
★確認書類：貸借対照表
	
	適 ・ 否



	(5) 財産目録と預金残高証明書及び貸付残高証明書は一致するか。
　★確認書類：財産目録，預金残高証明書，貸付残高証明書

	
	適 ・ 否



	(6) 貸借対照表と資金収支計算書との間に整合性があるか。
	
	適 ・ 否

	　以下に金額を記入のこと。　　　　　　　　　　　　　

貸借対照表の「流動資産」

①

円

貸借対照表の「流動負債」

④

円

〃「たな卸資産」(貯蔵品除く)

②

円

徴収不能引当金の額

⑤’
円

貸借対照表の「流動負債」　のうち各「引当金」の計

⑤

円

１年基準により固定資産から振り替えられた流動資産

③

円

１年基準により固定負債から振り替えられた流動負債

⑥

円

①－②－③＋⑤’
Ａ

円

④－⑤－⑥

Ｂ

円

Ａ－Ｂ

円

資金収支計算書の

当期末支払資金残高

Ｃ

円

· Ａ－Ｂ＝Ｃとなっているか。

★確認書類：貸借対照表，資金収支計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(7) 事業活動計算書と貸借対照表との間に整合性はあるか。

　□　それぞれの「当期活動増減差額」は一致するか。

　□　それぞれの「次期繰越活動増減差額」は一致するか。

　★確認書類：事業活動計算書，貸借対照表


	
	適 ・ 否



	(8) 法人内部での繰入金収入の合計と繰入金支出の合計は一致するか。

　　※　事業区分間，拠点区分及びサービス区分間の繰入金収入の合計と繰入金支出の合計はそれぞれ一致するか。

　　★確認書類：資金収支計算書,拠点区分資金収支計算書

	
	適 ・ 否



	(9) 貸借対照表の未収金の額及び未払金の額は，明細及び元帳と一致するか。

　　また，その内容は適正か。

　□　未収金及び未払金について，決算年度の２月及び３月分以外のもの，特に決算年度の前年度以前に発生したものがないか。

　□　実際には，収納又は支払いがなされているが，会計処理（振替仕訳）されていない未収金又は未払金はないか。

　□　長期間の未収金がある場合，催促等を行い，その過程を取りまとめているか。

　★確認書類：貸借対照表，未払金・未収金に係る明細(台帳等），総勘定元帳

	
	適 ・ 否

	(10) 貸借対照表において，仮払金及び立替金の残高がある場合，その内容は適正か。（精算(振替仕訳)を行うべきものではないか）。
★確認書類：貸借対照表，仮払金・立替金に係る明細(台帳等），総勘定元帳

	
	適 ・ 否

	(11) 財務諸表における前年度末の数値は，前年度の財務諸表の数値と整合するか。

　□　資金収支計算書の前期末支払資金残高

＝前年度の資金収支計算書の当期末支払資金残高
□　事業活動計算書の前年度決算の数値
　＝前年度の事業活動計算書の当年度決算の数値

□　貸借対照表の前年度末の数値＝前年度の貸借対照表の当年度末の数値
★確認書類：当該年度及び前年度の財務諸表

	
	適 ・ 否

	(12) 積立預金（将来における特定の目的のために積み立てた現金預金等）及び積立金が適正に管理されているか。
　 ※　積立金：理事会の議決に基づき事業活動計算書の当期末繰越活動増減差額から積立金として積み立てた額。

□　目的を示す名称を付した科目で記載されているか。また，積立計画が作成されているか。
　□　積立預金を積み立てる場合は，その金額に対応する積立金を純資産の部に積み立て，積立預金を取崩したときは同額を取崩しているか。（新会計の場合，積立金を積み立てずに積立資産のみを計上できる場合あり）
　□　積立預金の取崩しについて，目的に従った取崩しであっても，予算上その取崩し収入を計上しているか。

　★確認書類：貸借対照表，財産目録，○年度の法人の経営状況（総括表），積立計画，積立金・積立資産明細書

	新基準注解(20)
	適 ・ 否


	チェック内容
	根拠
	結果

	第６　契約事務等について　

１　施設整備及びそれ以外（修繕・委託・物品購入等）に係る入札等に係る手続きは適正か。

(1) 契約について，施行（購入）伺い，入札，契約締結（契約書の作成），検収という一連の事務処理を行っているか。

★確認書類：施行伺い，入札関係書類，契約書，検収調書等


	入札取扱通知１

新基準モデル規程11章

 
	適 ・ 否

	(2) 施行伺い（議案）には，以下の事項等が示されているか。

□　契約が必要な具体的理由
□　指名競争入札により業者を決定しようとする時には，一般競争入札でなく指名競争入札で実施する具体的理由
□　仕様　　　　　　　　等

　★確認書類：施行伺い


	
	適 ・ 否

	(3) 契約書は経理規程に基づき適正に作成されているか。 

★確認書類：契約書，経理規程


	
	適 ・ 否

	(4) 施設整備に係る入札を行う際には，監事や複数の理事（理事長除く）及び評議員（理事長の親族等特殊関係人を除く）が立ち会っているか。

　※　関係市町村の立会いを求めることも適当である。

　★確認書類：入札結果調書等


	指導監督徹底通知

5(2)ｳ


	適 ・ 否

	(5) 施設整備に係る入札結果を一般の閲覧に供しているか。
　※「閲覧」の例：法人又は施設の掲示板への掲示，ホームページへの掲載等

	
	適 ・ 否

	２　修繕・委託・物品購入等に係る随意契約に係る手続きは適正か。

(1) 契約について，施行（購入）伺い，見積徴収，契約締結（契約書又は請書の作成），検収という一連の事務処理を行っているか。

　★確認書類：施行伺い，見積書，契約書，検収調書等
　
	入札取扱通知１

新基準モデル規程11章


	適 ・ 否

	(2) 施行伺いには，必要な事項が記載されているか。

□　契約が必要な具体的理由
□　随意契約により業者を決定しようとする時には，入札でなく随意契約で契約する具体的理由
□　仕様

　★確認書類：施行伺い
	
	適 ・ 否

	(3) 随意契約で行った契約については，経理規程に基づいた適正な理由があるか（施行伺いにおいてそれが確認できるか）。

　※　価格により随意契約できる場合の一般的な基準（入札取扱通知）
契約の種類

予定価格

１　工事又は製造の請負

250万円以内

２　食料品・物品等の買入れ

160万円以内

３　前各号に掲げるもの以外

100万円以内

※　その他随意契約できる場合

　・契約の性質又は目的が競争入札に適さない場合

　・緊急の必要により競争に付することができない場合

　・競争入札に付することが不利と認められる場合

　・時価に比して有利な価格等で契約を締結することができる見込みのある場合

□　随意契約できる場合を経理規程で定めており，その内容は「入札取扱通知」に準拠しているか。

□　施行（購入）伺いには，経理規程に基づいた随意契約理由が明記されているか（特に一者随意契約の場合）。

★確認書類：施行伺い，経理規程
	
	適 ・ 否

	(4) 価格を理由とする随意契約については，２者以上の者から見積書を徴収しているか。

　★確認書類：施行伺い，見積書等


	入札取扱通知１(4)

指導監督徹底通知5(3)ｴ


	適 ・ 否

	(5) 契約書中に「双方異議のない場合は契約が継続される」等の文言のある契約においても，２～３年に１度は，市場調査（複数者からの参考見積の徴収等）等を行い，金額等契約の適正性についての検討を行っているか。

　（数年にわたり，見直しが行われていない契約がないか）

　★確認書類：参考見積，契約関係書類
	
	適 ・ 否

	(6) 経理規程で省略可能とされている場合以外は，契約書が作成され，契約書は，経理規程に定める必要な事項が記載されているか。

※　モデル経理規程では100万円以下の契約等について，契約書を省略可としている。

　★確認書類：契約書，経理規程


	新基準モデル規定11章


	適 ・ 否

	３　理事会での議決及び報告は適正に行われているか。

(1) 理事長が専決できる金額を超える契約は，理事会の議決を経ているか。

　★確認書類：定款細則，理事会議事録


	定款準則第9条
	適 ・ 否

	(2) 理事長専決で行った契約については，直近の理事会で報告されているか。

　★確認書類：理事会議事録


	定款準則第9条
	適 ・ 否


	チェック内容
	根拠
	結果

	第７　資金の異動について　 

　
１　法人内部での資金の異動については適正に行われているか。

(1) 資金異動の限度額を超えていないか。

　★確認書類：事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書，サービス区分間繰入金明細書〕又は事前提出資料5-2，資金収支決算内訳表〔新：拠点区分資金収支計算書，拠点区分資金収支明細書〕　
	
	適 ・ 否



	(2) 法人外への資金の流出，高額な役員報酬等実質的な剰余金の配当となっていないか。

　★確認書類：(1)と同
	
	適 ・ 否

	２　法人内部での貸付け（拠点区分間又はサービス区分間での資金の一時繰替え）は適正に行われているか。

(1) 年度内精算がなされているか。（精算期間の制限がないものを除く）

　★確認書類：貸借対照表，事業区分間及び拠点区分間貸付金(借入金)残高証明書，サービス区分間貸付金（借入金）残高証明書 

	
	適 ・ 否

	(2) 法人外への一時貸し付けはないか。

　★確認書類：貸借対照表


	
	適 ・ 否

	※　以下の貸付けついては精算期間も含め制限はなし。

・法人本部からの他の拠点区分又はサービス区分
・介護保険事業から介護保険事業

・指定障害サービス事業(入所含む)から指定障害サービス事業(入所含む)

※　介護保険収入・指定障害福祉サービス（入所含む）等の収入は，同法人内の全ての拠点区分又はサービス区分へ貸し付けることが可能。（ただし，年度内精算要）

※　措置費支弁対象施設（上記参照）については，上記１の⑤の根拠通知の１の要件を満たす法人については他の拠点区分又はサービス区分へ貸付け可（ただし，年度内精算要）

※　保育所からは他の保育所の拠点区分又はサービス区分への貸付け可。（ただし，年度内精算要。）




	チェック内容
	根拠
	結果

	第８　経営の健全性について　 

１　健全な経営状態か。

(1) 貸借対照表の流動資産の計は流動負債の計より大となっているか。

　※　本調査表P13最上段(5)の数字（①と④）参照。①＞④となっているか。

　★確認書類：貸借対照表，本調査表P13最上段
	
	適 ・ 否

	
	※否の場合，その理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(2) 貸借対照表及び事業活動計算書において，当期活動増減差額が，前年度から著しく減少していないか。

　★確認書類：貸借対照表，事業活動計算書

	
	適 ・ 否

	
	※否の場合，その理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	チェック内容
	根拠
	結果

	＜社会福祉協議会のみ＞

第９　事務局を受託している事業について　
※　複数の事務局を受託している場合は本用紙をコピーして使うこと。

＜受託している事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞

１　支出手続き等について

(1) 支出の際は「支出伺い」（あるいはそれに代わるもの）が作成され，決裁権者と担当者は別となっているか。


	
	適 ・ 否



	(2) 「支出伺い」等は証憑（納品書，請求書，領収書）に基づいて作成されているか。また，「支出伺い」等と証憑は，その関係を明らかにして整理保存されているか。

□　「支出伺い」等の証憑及び通帳との関係は，整合しているか。


	
	適 ・ 否



	２　現金・通帳・印鑑等の管理について

(1) 現金の取扱いがある場合は，現金（小口現金）出納帳が整備されているか。


	
	適 ・ 否



	(2) 現金・通帳・印鑑の保管管理者が定められ，通帳と印鑑の管理者及び保管場所は別となっているか。


	
	適 ・ 否



	(3) キャッシュカードを発行している場合，作成理由はやむを得ないものか。

　　また，内部牽制（暗証番号管理者とカード保管管理者が別，など）の体制は図られているか。

　


	
	ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ

なし ・ あり

	
	ありの場合，ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞの作成理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内部牽制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	３　決算書について

(1) 決算書については，当該団体の監事監査等は経ているか。

　（当該団体に監事が置かれていない場合は不要）


	
	適 ・ 否

	(2) 決算書と通帳の残高は整合しているか。


	
	適 ・ 否


　

